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最近のソ連邦機械製造工場の  

生産予定表作成技術について  

瀬 戸 広 明  

Ⅰいぼじめに。ⅠⅠビン1／トーク及びスモリヤールの  

方法。ⅠⅠⅠハレェ′インマンの方法の紹介。ⅠⅤいレ．ェ  

インマンの方法の検討  

Ⅰ  

小稿は1960年代前半のソ連邦の機械製造工場の生産予定表作成への線型引画  

法の適用問題を取扱う。   

ソ連邦の機械製造工場では，ある期間（年あるいは四半期）の生産予定表の  

作成にあたって－は，生産品日と数藍は所与である。与えられた生産品目と数藍  

を毎四半期あるいほ月の設備稼働率をできるだけ等しくするように年あるいほ  

四半期の生産予定表を作成することが1960年代の前半の課題であった。そして  

この課題ほ何人かの人によってそれぞれ類似の方法によって解決が試みられて  

いるが，この類似の方法とは線型計画法をそれぞれのニュアンスをもって・∵適用  

することであった。ところでこの・ユ．ユアンネは，数学的意味と同時に経済学的  

意味に．ついてもいえる。   

小稿では四人の論者をとりあげるが，こ・の中でもっとも私の注目をひいたの  

は、エル・ぺ・シ、エ．インマンである。彼の論文はあらけずりであり，その論文をよ  

んだだけでは論旨の理解に苦しむところがでてくるめであるが，それも他の人  
（1）  

の論文（，エフ・イ・ビン1／トークと、エリ・イ・スモリヤールの論文）をよめば  

氷解する。シ′ェインマンの論文は1961年12月の丁社会主義経済に・おける数学の  

（1）◎＝H∴BHHZJITOK，几H・CMOJI5Tp；rlpHMeHeHHe MaTeMaTHtIeCIくHX MeTOZtOB H  
、9JIeKTpOHHO’B甲qHCJInTeJIbHhrX MaumH rrpH COCTaBJIeHI用 rIPOH3BORCTBeHHOH   

rIPOrpaMMhtB MHOrOHOMem｛JTaTypHOMrrPOH3BORCTBe・“BecT血K MaLL（以HOCTpO・   
eHH兄”1962，No．10岬CTp・74－77，なお，この両者はレ‡インマンから直接批判された   

方法をモスクワ工学一経済研究所の科学会議で共同報告してこいる。   
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673  最近のソ連邦機械製造工虜の生産予定表作成技術に・ついて   鵬・ヱ27一   

応用のための籍1匝ルユングラ－i、ざ会議の成果」という副題をもつ『数理経  

（2） 済学上の諸問題』なる論文集に・おさめられて1963年に・レニングラ」－ド大学から  

出版された。そして同論文が好意的に．でほあるが批判の対象としているビン1／  

トーク及びスモリヤールは－シ、エインマンが直接対象としている論文でほな  

いが〟1962年に「’多品種生産の生産予定表作成に．おける数学的方法と電子討  

、▲‥い 算機の利用」なる論文を発表している。そこで展開してこいる彼等の説はシュイ  
ンマンが彼の論文で批判しているのと同じものである。すなわち設備の稼働率  

の各月の等しさを最大にするような方法をとっている。  
（4）   

ェス・テ・ミ－－チンほ1965年に『工場内計画における計算技術の応用』を著  

した。この本ほ学術書とほいえ．ないが，それだけに，この中で展開されている  

機械製造工場の生産予定表作成技術ほソ連邦の最近の技術の標準的なものとみ  

ることができる。こゝで展開されている方法は，ビンシ仁トーク及びスモリャ－ 

ルの系譜をふむものと考え．られる。ピンシトーク及びスモリャ⊥ルの説はシェ  

インマンの説の理解を助け，そ・の優れていることを認識させる。そこでシ、エイ  

ンマンに入るまえに，まず前者を簡単に．紹介する。  

ⅠⅠ  

単発及び低レリ・∵ズ性の生産の製品の始発・及び産出期限を守る際には，同  

時に生産を開始できる製品はできるだけ集約するように予め検討すべきであ   

る。  

（＄）  生産予定表を生産のシリ・－ズ性を高める方向で仕上げるにほ，各月の作業規  
模を大体同じ大きさに．保つという保障が必要となるが，これほかなり困難であ  

（2）≪肌ATE肌ATHKO－3KOHO机HqECKHEnPOBJIENIzJ＞＞TpyAZ＞rl一葺neHH－   
HrPaZLCKOfiKOH¢epe叫HH rIO BOrrPOCaM rIpHMeHeHH兄MaTeMaTHZ（HB COllHaJIHCT・ 
HqeI（0録3KOHOMHKe（几e王くa6pb1961r・）H3且aTeJIhCTBOJIeHHHrPaRCf（OrOyH昆BepC－   

HでeTa1963 

（3）前掲論文  

（4）C“T．肌HT拙；≪npHMeHeHHeBbmHCJIHT甲bHO蛍reXHHZ（HBOBHyTPH3aBOZLCKOM   

n刀ati叩08am涙≫  

（5）「’シリ・－・ズとほ中断なく産出される製品の放と理解する。」CT・M加m川前掲蕃。   
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る。各月の作業規模の等しさほ互換的設備の総数の平均についてのみならず，  

その一一・つ一つに．ついても達成されねはならない。   

ところが機械製造工場でほ所与の品目数がぼう大であり，またこの諸製品  

を生産する互換的設備（B3aHMO3aMeH兄eMOe O60py几OBaHHe）の技術的編制  
（6）  

（TexHOJ10rHtleCIくH貴rIepeReJl）の数が多数にのばるので，最適な技術的編制を  

見い出すに．ほ数学的定式化と電子計算機の力をかりねばならない。   

数学的定式化に．あたってほ，つぎのような条件をみたさなければならない。  

1）四半期生産予定を月にふりあてる予定表の作成にあたっては，予定表にの  

った製品産出期限ほ上級機関あるいは経済契約によって指定された期限を遵守  

すべきこと，  

2）月への生産配分にあたって－ほ，できるだけその月に生産される品目を少く  

し，同一・製品ほある－サ月に集中して生産すること，  

8）全て－の互換的設備（技術的編劉）群の毎月の稼働率は四半期計画なら四半  

期計画の全期間払わたって等しぐすること。   

四半期予定表の数学的定式化   

製品数：〝個   

設備粗：椚個  

αま：第グ粗の設備で製品ノの全四半期予定高の労働集約度  

（一タ＝1，2， ，乃ブg＝1，2， ，研）  

物（去，  

ガタゐ＝iなら，第．グ製品は第ゐ月に．生産される。  

勒＝0なら，第ブ製品ほ第々月に生産されない。  

3  

勒＝＝1（・グ＝1，2， 
1 

，乃）  

循  

∑αぎ：全四半期予定高の第オ組の設備での労働集約度         ブ＝1  

（1）  

（2）   

（6）同一・の設備がいくつかの技術的編制に同時にふくまれうる。一筆老  
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タも    埴∑威：第ざ組の設備の毎月の理想的等恩配分  
ブ＝1   

ところが実際の各月の労働集約度ほ  
ル  
∑α言．笹錘  

プ＝1  

に等しい。  
クさ 指   

そこで，われわれの目的は∵沌∑αま からの ∑αg勒の偏差の総計が最小に 
プ＝1 ク＝1  

なり，かつ等式（2）を満足させるような尤錘の値を見い出すことである。   

この偏差の絶対値の総討を最小に．しなければならないのだが，このような問  

題の解の算法の発見はきわめて厄介なので，次のような方法を用いる。   

毎月の予定労働集約度を四半期の1ケ月平均作業規模に近づける程度を意味  

する変数〃を導入する0そ・こでほつぎのようにかける  

夕方 タ∂  
∑頑．焉ブわ＞与も∑αgび  
拝1  ブ＝1  

（3）  

四半期予定高の労働集約度の等しい配分ほぴを最大にすることを意味する。全  

く等しい配分が行われるときにほぴほ1に等しく，このとき全不等式は等式に  

転化する。   

かくして問題ほ，制約式12）と（3）を満足させるような未知数方錘を発見し，そ  

の際び→最大を保障するような不連続の線型討画問題の形にかける。   

シュインマンがそ・の論文に・おいて，ビン1／トーク及びスモリヤールの方法を  
（7）  

「設備の稼働率が等しいこ．とを絶対者に．まで高めるもの」と批判しているが，  

その通りにこ．一」でも各設備の組（技術的編制の細）の毎月の稼働率は等しく 

られることに．なる。   

こ．ゝでわれわれほこの方法が単発製品及び低レク－ズ性の製品の生産予定表  

作成技術であることに注意しよう。   

∬′た（去，  
8  

∑．方笹＝1  
た＝1  

（7）P・nuule紬Mar［；np兄MeHeHHeJmHeHHOrOIlpOrPaMMHpOBaH班兄LtJr5IrIOCTpOeH・   

H兄r［POH3BOLLqTBe叩0葺rrporpaMMbIMaLuHtrOCTpOHTeJIZ＞HOrO3aBOAa・≪MATE一   
肌ATHKO・・9KOHO肌HtlECKHE nPO6JIEMbI＞＞CTp・64・   
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で分るように，同一・種類の製品ほ．ある1つの月だけに集中して生産される。   

さらに．，生産価額について考慮が払われていない。しかしもし価額表現での  

生産規模を各月について等しくしようとすれば，・方錘（吉，とま・利か＝1という条  
件をまもるために偲びがかなり小さくなることを覚悟しなけれぼならないであ  

ろうし，労働集約度の高い製品が多数予定される場合にほこのぴの高さをおし  

さげるであろう。ぴの高さをおしさげるということは，各設備細の各月の稼働  

率の等しさをそれだけあまくすることを意味する。これらの問題点を追求した  

のがシュインマンである。  

HI  

彼に．よれば；生産予定表はつぎの三条件を満足させなければならない。その  

条件とほ，  

1）上級機関に．よって定められた生産期限及び，同じことだが，エ場が消費者  

と結んだ経済契約で定まった期限の遵守，  

2）各計画期間の主要設備群の稼働率を等しくすると．と，  

3）価額表現で生産の規模を示せば，それを等しくすること，あるいは．等しく  

増大させること  

の三つである。このうち欝3の条件ほピンシトー・ク及びスモリヤールにおいて 

はみられない。   

以上の諸要求とならんで，予定表の構成ほ，生産規模を所与とすれば，生産  

の高度のシリーーズ性を確保しなけれはならない。この高度のシリーズ性は次の  

ような方法を採用することによって達成される。  

イ）相対的に高い労働集約度の生産物の四半期あるいは月への配分を等しく  

し，かつ生産の反復を規則正しくすること，  

ロ）相対的に．低い労働集約度の同性賀の製品を年あるいは四半期の同じ月に集  

中するこ．と，  

ハ）同性質の製品を集中するといっても，ある製品から次の製品の製造に移る  

さい，はんの少しの中断が生ずる可能性があるが，この可能性に対する保障。   
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以上のような点を考摩し額がら生産予定表を作成しなければならないが，こ  

れほ技術的多様性をもった問題1であり，またこの故に数学断罪式化が必要とな  

るが，この際，生産予定表に対して提起されているあらゆる要求を遵守しなが  

ら生産の最も高度のシリーズ性を確保することが，技術が最適であるかどうか  

の判別基準である。   

問題の数堅堕堅塁但  

1生産予定表の作成問題ほ3段階に分け＝て解決すべきである。  

第1段階でほ相対的に労働集約度の高い製品の生産の各四半期あるいは月へ  

の等しい配分を通常の方法で行う。   

第2段階では線型計画法を用いて，相対的に低い労働集約度の製品の配分の  

基底計画を確立する。   

節8段階で生産の高度のシリーズ性を保らながら，全ての要求を満足させて 

いる最適技術が見い出される。   

相対的に労働集約度の高い製品を選び也すために，製品の相対的労働集約度  

指数原，プの計算と分析を行う。  

≠りⅣi  
（4）  P  足り＝   

クa  

∑≠りⅣ£  
豆＝1  

（£＝1，2，……，形∴グ＝1，2，・‥，椚）  

こ、」で才りは第ブ組の設備（．グ＝1，2， ，沼）で第去■製品の製造のたやの労  

働集約度である1漆芸，ビン1／トー・ク及びスモリヤールの場合と異なり，こ・」では  

1個あたりの労働集約度である。朋；は全計画期間中の欝∠■製品の生産予定高，  

Pは月数で表わされた封画期間。ヂり凡がビンyトーク及びスモリャ－ルの  

毎に．あたる。ただし両論文では製品と設備の記号が逆紅なっ七いろ．。   

相対的労働集約度指数の数値的意味ほ．，第g製品の生産にヰ断がなく，かつ  

第ブ組の設備の等しい稼働率の下で査■製品の予定高を完遂しうる最小月数とい  

うことである。   

この計算をもとにして，1に近いかそれより大きな数値g豆グの諸製品が選び  

出されるのであるが，なぜ1を基準にするかについては次節で考察する。   
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さて，と．れらの選びだされた製品の生産の各月への盈的配分は製品の組立と  

その主要鱒品の加工の組合せ比率ぬ関する日程計画上句採用された標準紅応じ  

て行われる。   

第2段階での問題の数学的定式化のためにつぎのような記号を導入する。  

‰沌－－・第ゐ月に生産す－るように計画される査製品の患（∠＝1，2，…，J；烏＝  

1，2， ，威㌧√「一1製品の卸売価格，ダブわー第ブ舶の設備の第ゐ月に・お  

ける時間フォンド，G－諸卸売価蕗の総額。その範囲内で第尾月払おける  

製品生産を計画しうる諸卸売価格の総額。△′た，恥一設備稼働率及び生産規  

模の等しさの許容偏差。   

設備の時間フォンドほ次のような形で定められる。  

クa  

ダ炉意ゑ摘－∑才りQ官わ 慮＝エ†・1  

（ゑ＝1，2， ，♪∴グ＝1，2， ，研）  

（5）   

こゝで′た・鵬第ゐ月の労働日数，点一計画期間の労働日数，Qほ・－－第1  

段階で第尾月に．生産するように配分された相対的に高い労働集約度の製品戎■の  

豊（彦ごJ十1，J十2，■，〝）。   

同様Cたは  

殉 G＝Ⅷ一∑c£Qほ  
る＝エtl  

（ゐ＝1，2， ，少）  

（6）   

等しさの許容偏差△錘および如の経済的意味はつぎの点にある。   

部品の生産，あるいほその組立等は2つの月以上に．またがる場合がある。と  

ころが稼働率計算は月を単位に．行う。それ故，稼働率の等しさということで厳  

密な等しさをとるべきではなく，－・定範囲の許容偏差を考慮に入れるこ．とほむ  

しろ現実に合致する。これを経済学の用語でいえ．ば ，貨幣資本の循環の基礎紅  

生産資本の循環をすえ．るということである。   

卸売価格で表わされる生産規模に．関しても，経済学的には，生産規模の厳密  

な等しさに．は確実な根拠がない。これまた貨酪資本と生産資本の関係を直視す   
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れぼうなづける。なお貨幣資本と生産資本の関係に、つい■て：ほ次節で考察する。   

各月の設備稼働率と卸売価格表現での生産規模の等しさほ次の制約連立1次  

不等式で表わされる。  

Z ヱ才り．ガ£たくアブたヰ△錘（ゐ＝1，2， 
威＝1  

Z  

∑の．方惑わくCた＋恥（ゐニ1，2， 
威＝1  

，少）  

p ∑方慮た＝Ⅳ乙（左■＝1，2， 
盈＝1  

，J）   

♪；．グ＝1，2，，沼）  

（7）   

連立1次不等式（7）ほ屋△錘と曾わを定める手掛りを与えることに注意しよ  

う。等式（5）と（6）から   

p J  

∑ダブた＝∑才りⅣi  
わ＝1  £＝1  

1I J  

∑G＝∑c£Ⅳi 
たこ1£＝1   

なることがみちびきだされる。故に 

JIJ）     ∑△錘＝0，∑恥＝0  
お＝1  £＝1   

である。   

Z したがって少－・1カ月間，∑れ湖㍍」㍉十△プゎなら，ある1ケ月の最大マイナ  
£＝1  

ス偏差は（♪一－1）△錘である。しかし，このような最大偏差の確率ほとるに、足  

りないはどである。けだし，たいていの場合は±一等－′の範囲にあるだろ  

うから。上でのべたこと、はすべて卸売価額表現での生産規模の偏差に・もあては  

まる。   

予定表を作成する際に．は連立1次不等式（7）は．生産設備の等しい稼働率と卸売  

価額表現での等しい産出規模の遵守を保障サーる。   

連立1次不等式（7）の解法ほ彼によっては示されていないが，つぎのように解  

ける。   
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～＋●♪ 
締た十．方£た＝ぞ錘（ゐ＝1，2， ，少；グ＝1，2， 

感＝1 £＝エI1  

，∽）   

Zヰ少（1’ 

。鶴＋・方乞た＝G（ゐ＝1，2，…・，♪）  
¢＝1  £＝乙■m・p十1  

少  
∑．乳ほ＝Ⅳ己（∠－＝1，2，1，～）  

た＝1   

J＋Jl  ♪  

∑ ∑．乳ほ＝0  
かりサ1た＝1   

Z†・p＋少  β   

∑  ∑．覿ほ＝0  
感＝エヰp一■1た＝1  

Zヰp（偶ヰ・1） p   

∑  ∑．翫か＝0  
¢＝乙十肋りp＋1た＝1  

（7′）  

ガ£た＞0（こゝでオ＝1，2，… ，J；点＝1，2，‥…二，♪）  

箱ほ（と．ゝで才＝J十1，J十2，…‥・ ，J十♪（沼十1））については  

符号の制約なし   

相対的に低い労働集約度の製品の生産を集中サーる方法はつぎのような最適化  

関数の形で定式化されうる。  

呪  わ     ∑ ∑∂£た・→最小  
た＝1 £＝1   

この時∂£たほ  

方丈ゐ．＞0 なら ∂‘た＝1  

須証＝0 なら ∂沌＝0   

である。   

遺憾ながら最小化関数ほ線型でないのだが，このことは．シ、ンプレックス法紅  

よって問題を解く際に制約行列ととも紅最小化関数を適用することを妨げる。  

それ故，製品の月ぎめ生産配分問題ほ．その全座席が非負で，連立1次不等式（7）  

を満足させるようなあるベクトル♪〈∬占わ〉を見出すことに・帰着する。   

第2段階でカ問讃の解は制約行列広べ／ンプレックス変換紅・よってご実現するっ  

出発行列の成分は‥連立1次不等式7ゆ未知数の係数からなる。第2段階に・おけ   
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681  最近のソ連邦俄滅製造工場の生産予遼表作成技術について   －－ユ∂∂一   

る行列変換の経済的意味は生産の月ぎめ寵分にある。この場合同一・製品の生産  

の連続陸慄，与え．られたよ紅関する．札旭がゐに潤して行列の基底に入り込めは，  

確保されうる。   

第3段階で問題の最適解が見い出される。これを見い出すために・，得られた  

基底計画の分析をもとにして1関数   

pZ  

八方）＝∑ ∑“勘’た’→最大  
た＝1£＝1   

が清武される。こ・」で．れ’ゎ’ほ基宝汁軋こ・臥ナる盈Ⅳんに遣いような値方ほであ  

る。   

関数を基底計画行列忙眉換後，最適技術を得るまでシンプレックス変換が続  

く。   

可能解を得る手続についてのレ．ェインマンの説明ほつぎのとおり0  

手続1．．先行行列の各列∑α‘βごと軋諸成分め和を計算する（αズβは行列のα行  
（t  

とβ列の交わるところに．ある成分）。つぎの手旗のために・和が正つまり∑ααβ＞0  
α  

であるような列を選び出す。こ．のような列がγ個あるとしよう。  

手続2．選び出した列の各々について解決（一腰的な）成分αノβ（β＝1，2，   

‥，γ）を決定する。  

手続3．制約列ベクトルのα′行に・あ畠成分を選び出した列の解決成分で除し  

で値を決定する。  

竺益  
αα／β  

＝dβ（β＝1，2，・‥ ，γ）  

手続4り 先行手続で得られた値を手続1で得た成分の和にかける。  

毎∑αげβ＝入β（β＝1，2，・‖ ‖，γ）  
（一  

手続5小 手続4で得られた結果を比較する。解決（一腰的な）列として最大積  

入βをもった列を選びだす。  

手続6．通常め′シンプレックス法で先行行列の変換を行い，変換後手続1に帰  

る。   

シ★インマンの示した上の手続の数学的説明はエフー・イ・カルぺレグィチと   
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第38巻 第6号  －Jβ6－・  682  

（8）  

エリ・イェ・サドフスキーによってつぎのように与えられている。   

連立1次不等式  
71  

∂£1－∑αり．方戸＝0（∠■ニ1，2，，研）  
グ＝1  

があたえられている。とこですべての∂宜彦0。   

ここで補助の未知数∈£（才＝1，2，・1，研）を導入する。  
Il  

ふ＝あー∑αり．芳′（才＝1，2， 
プ＝ユ   

，雛）  

同じようにして．補助の1次形式  
TJl  

ノ■＝∑∈d→∵最小  
名＝1  

について考える。  

（8）  

（9）  

ヨ打製  

∈i＝∂‘（左＝1，2，・・，研）  

∬メ＝0（．グ＝1，2，，紹）  

（9）から  

‡  

ほ可能解である。   

すべてのゎについてあ≫0なので，サーぺてのぎ宜0＞である。したがってノ■エ  
フル Ⅳl  

∑∈乞＞0。すべてこのゎに．ついて∂宜＝0なるときぎ£＝0となり，椚あ．．／’＝∑㌫＝0。  
£＝1  

つl  

名＝1   

したがって∽み‡・．／＝∑＝0というこ・とは，連立1次方程式（8）を満足するような  
‘＝1  

∬さの負でない値の殖が存在することを意味する。何故なら∂£＞0なる放。   

例題  

2－・．仇十．侮－・2．ガ8・十2ガ4一十6．恥＝0  

5・－．れ・－2．方3一十 恥－7．ガ4－・3．恥＝0  

4＋れ・鵬－一徹・－1・∬8・＋．勘   ＝0  

可能解を求める，  

∈1＝2・－∴尤1＋．芳2・－2恥十2．勘斗・6．方5  

ざ2＝5－れ－2一方望＋ 胸－7．ガ4－3．芳5  

∈3＝4十れ－一光3一・－・．∬8＋ ∬4  

ノ■＝∈1・＋蓑十ぎ8－→最小  

≪9刀EMEHTbI刀HHE釣HO釣AJIrE－  （8）◎、H一・KapneJ7eBHtIHJIElCa几OBCIくH弟；   
もPblEIJ7HHE蕗HOrO口POrPAA叩HPOBAHH月≫＞rOCy月apCT8efl打Oe封3ÅaT  
eJrbCTBO（卦H3HKO・MaTeMaTHtI寧CKO葺JIHTepaTypbr，MocKBa1963cTp191－195邦訳  
『線型代数と線型計画』東京図審。   
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683  最近のソ連邦機械製造．エ腸の生産予定表作成技術について  －Jβ7・一  

義1から表4まではシュインマンの指示した手続にしたがった計算である。   

とこ．ろでシェインマンは彼の予定表作成技術をレ・ユングラ・－・ドの靴製造機械  

製造工場≪BIlepeA≫で，その策、2四半期の予定表作成に適用した結果，第5  

表のような最初の可儲解を得た。  

第1衰  
†  

∬1  蓼 方妻  l l方＄  l ・方4  l 方5   
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684   第38巻 欝6号  Jββ  
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685  最近のソ連邦鶴城製造工場の生産予定表作成技術紅ついて  －ヱ∂9－  

第5表 最初の可能解の基底非負債   

欝5表の分析から，生産予定表の最初の配分技術は設備の稼働率が等しいこ 

とと卸売価額表現での生産規模が等しいこととに・関して満足すべきものであ  

るが，同一・種類の製品のシリ－ズ性に関して：は極めて不充分である。例えば  

◎rH・－・0製品の4月産出高77と6月産出高23，あるいは0川．－4製品の4月産出  

高11，5月産出高10，6月摩出高2という計画ほきわめて不適当である。・そと  

でさらに，生産高を同じに保ちながら製品0Ⅳト・4，¢rI4－・0，ArB－66T及び  

肌Hnの生産を同一・月に．集中する方向で次の行列変換を試みれば，この可能解  

ほ改善されうる。それ故最適化関数の定式化は  

れ1＋∬悶＋．恥8＋叙1十萌甘十∬由十．方78－÷最大   

という形をとる。   

修正された最適産出計画は．第6表で与えられており，との表で生産の高度の  

シリーズ性ほ一月瞭然である。すなわら，4種の製品ほ同一月に集中して生産  

され，残りの生産は最小月数に・等しく配分されており，こ．の除これらの製品の  

生産の連続性が確保されてシ、挙0この生産予定表技術は≪BⅢep由≫工場の労  

働者の仕事待ちを第1四半期に・比べて8分の1に減少させた。   

ところが，ビシ∵ソトーク及びスモクャ・－ルのよう紅設備の全グル・－プ（技術  

的編制の全ての組）の巌高の等穣曲率の実現をとる方法に．よって得た同工場の   
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第38巻 第6号  686  、－・J40－  

第7愛 縁働率の等しさを最大にす  
る方法によって得た四半期  
予定表 配分技術   第6表1961年欝2四半期の産出引画  

溝これらの生産は節1段階で配分されている。  

（9） 第2四半期の予定表技術に．よれば（第7表），労働集約度の高い製品CnPは4  
月に．88，5月に87，6月に．68という風に不等墓生産されねはならぬし，ArB－  

12は4月と5月にそれぞれ5，6月に2，3JlⅢBは．4月に23と5月に57生産  

されねばならない。さらに，相対的紅労働集約度の低い製品rロー150，¢rI4－  

0，ArBふ8cは同一・月に．集中して生産されていない。  

この皐う棚判しでその論文を軸るのであるが・前節でみたよちに卜方′た（去，  

（ここで．勘㈲＝1なら第．グ製品は第尾月に生産され，一勘晩＝0なら第ノ製品ほ第ゐ  

8 月に．生産されない），∑鋤こ1，という制約条件の下でほ第7表の内容ほ異なっ  
ね＝1  

たもの紅なろうし，さらに卸売価額表現での生産規模についても考慮した上で  

シュインマンの対象とした工場の実際について計画すると，上記の批判の上把  

さらにむの低下とそれにイ半う設備稼働率の変動か問題となるであろう。   

f9）採用した技術でほ，等しさV＝0．、94。V＝1のとき全製品ほ四半期の3つの月に等   

しく配分される。－シュインマン   
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687  最近のソ連邦機械製造工場の生産予定表作成技術について  －ム臼㌧－  

ⅠⅤ  

ジュインマンの方法の特長でもあり長所でもあるのほ相対的労働集約度指数  

踪プの算出と分析と連立1次不等式（7）に．ある。何放なら設備（技術的編制） 

毎月の稼働率の等しさの実現と卸売価額表現での毎月の生産規模の等しさの実  

現を保障するものは範′の算出と分析であり，高度のレジ」－・ズ性を保障するも  

のは連立1次不等式（7）だからである。以下これらについて検討する。   

些1方式について   

価額と時間の両面から考察しうる。   

最も抽象的な場合   

例え．ば9日からなる1労働期間の生産物についてみよう。産業部門ほ紡輪業  

であろうと機械製造業であろうといずれでもよい。連続的生産物のための1労  

働期間だと仮定するか，個々別々的生産物のためのl連続的期間だと仮定サーる  

かは，1ロットとして生産される個々別々的生産物の分靂が9日の労働を要費  

するかぎりほ，この際どう  

でもよい。固定資本の平均  

磨損紅よって：生産物に．附加  

された部分，ならびに．，生  

産過程中で生産物に附加さ  

れた剰余価値をしばらく度  

外視すれば，この生産物の  

価値ほ，この生産物の生産  

に投下された流動資本の  

－すなわち労賃と，この  

生産物の生産に消費された  

原料および補助材料との  

－一価値に等しい。この価  

値ほ900ポンドであり，し  

第 8 表  

労働期間9日・1日100ポンド投下，1ケ月＝30日  

労働期間  労働期間  

（28）－3？  

37 －－45  

46 － 54  

55－（63）  

那月‡（萱室）≡  

63  

72  

81  

90   

第1月と第2月にほ各々3個が完成するが，第3  

月紅は4個完成。   

第1月と欝2月の生産額は各々900×3≒2700ポン  

ドであるが，第3月ほ900×4＝＝3600ポンド。生産規  

模は変動しセニいる。   
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欝38巻 第6号  －ヱ42－  

たがって：日投資は100ポン  

ドだとしよう。1ケ月を30  
（10）  

日としよう。   

第8衰に．よれば，第1月  

と第2月に．ほ各8個が完成  

するが，第3月には4個が  

完成する。第1月と第2月  

の生産額はそれぞれ900×  

8＝2700ポンドであるが，  

第3月ほ900×4＝3600ポ  

ンドである。価額表現での  

生産規模ほ変動して：いる。   

同じことほ第9表につい  

て：もいえる，第1月から第3  

月までほ各4個が完成し，  

生産額はそれぞれ700×4  

＝2800ポンドであるが，第  

4月は5個が完成し，生産  

額ほ700×5＝3500ポンド  

である。価額表現での生産  

規模は変動している。   

第10表で各月とも5個完  

成，したがって価額表現で  

の生産規模が不変であるの  

ほ，1ク月30日が労働期間  

6日で割り切れるという特  

688  

第 9 衰  

労働期間7臥1日100ポンド投下，1ケ月＝30日  

労働期間  労働期間  

（29）一－35  

36 － 42  

43－49  

50－56  

57－（63）  

（85）－91  

92－ 98  
99－105  

106－－112  

113wl19  
120－（126）   

1－ 7   

8 －14  

15－21  第2月  

22－－28  

29－（35）  

（57）－63  

64 － 70  

71－77  簡4月  

78－84  

85－（91）  

簡1月から第3月まで各4個が完成するが，第4  

月には5個が完成。  

第10表  

n印『資本論』第2巻第15章「資本投下の大いさに及ぼす回転時間の影響」膏木版331頁。   
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689  最近のソ連邦機械製造工場の生産予定表作成技術について   －－－ム㍍トー   

殊性による。   

ところで∬りが1に．近し、かそれよりも大であるということは，同一製品やミ1  

ケ月を通じて生産されるということを意味する。ところがつぎの、1ケ月は別の  

製品－≠りが1に近かろうと遠かろうと－が生産されるとすれば，最初の  

月と第2の月とでは価額表現での生慮規模は異なりうるわけである。シ′ェイン  

マンが「1に近いかそれよりも大きな好感7」を問題に・する根拠ほ．ここにあると  

考えるがどうであろうか？   

とこ．ろでこ．こで労働時間について考．えるに，ビンシ／ト←ク及びスモリャ小・・・・  

ル，さらに．ほ．シェインマンともに，1グ月の労働時間を生産物の完成個数と単  

位当り時間の積で考えており，したがって労働期間9日の場合を例にとると，  

第1月の労働時間は9×8＝27日，第2月も9×3＝27日であり，第3月は  

9×4＝86日である。   

労働期間9日の場合，第1月の完成個数8，労励時間27日，第2月の完成個  

数3，労働時間27日，第3月の完成個数4，労働時間36日としで，この3っの  

月の労働時間と価額表現での生産規模をできるだけ等しぐするために考えられ  

たのが灯りである。これを経済学の用語でいいあらわせば，貨幣資本の循環視  

点に．立つものというと．とができるであろう。しかし現実にほ設備は1ケ月80日  

稼働しているのであり，毎日100ポンドが投下され100ポンドの価値が生産物  

－この生産物は仕掛品からやがて完成品となる生産物の意味であるが－一に 

移転しているのであり，こ．のことほやがて連立1次不等式（7）の解で，設備の毎  

月の稼働率が多少変動してもー－－そ・してこの凹凸のある稼働率で計画が実施さ  

れるのであるが・－Pケ月間を総計すれば稼働日数（労働日数）ほ1ケ月平均  

稼働日数（労働日数）×Pとなるのである。   

ところで，予定表作成に際して1価額表現での生産規模の等しさをとり入れ  

る理由ほシェインマンの場合明らかでないが，少くとも理論的には資本の正常  

な回転を前提とできる社会主義経済にあってほ，このことほ経営費用との幽遠  
（11）  

で窪要な意義を有する。また経済学の原理論との関連でもこの「価額表現での  

仙『資本論』第2巻第2需＝■資本の回転」。   
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欝38巻 欝8号  690  －・．毎ぜ－  

生産規模の等しさ」ほ興味ある着想ではなかろうか。   

蔓星1迭黍尊重（7）について   

連立1次不等式（7）は設備という概念が互換的設備（技術的編制）を意味する  

かぎりに＝おいてのみ成立することにまず注意しておいて：つぎにすすもう。   

連立1次不等式（7）と目的関数の取扱いは，生産の高度のレリー・ズ性の実現を  

保障すごる。この連立1次不等式（7）の特長ほ△錘と恥の導入に．あり，そのおか  

げで貨幣資本循環視点よりしても各月の設備琴働率』卸売価額表現での生産規  
p ヱI  

模の等しさが∑△錘＝0，∑恥＝0の下で実現サーるが，労働集約度の高い製品  
た＝1 ま＝1  

が大半を占めるような機械製造工場でほ，適当な日程計画のもとでは設備稼働  

率の各月に．おける厳密な等しさの実現が可能であり，また逆に労働集約度の低  

い製品ばかりを製造するエ場では，卸売価額表現をも加えて，厳密な等しさで  

はないが，かなりの程度の等しさの実現が可能であることを指摘しうる。   

最後に．，ビン1／トーク及びスモリャ－ル，シュインマンよりも新しく発表さ  

れたミーチンの方法濫ついで考察する。   

ミL－・チンは機械製造工場の生産予定表作成を，年計画を四単期予定に．分ける  

ことに．ついて考えている。彼の数学的定式化はつぎのとおりである。   

クあ  

‡g翼端7㍍慮－∑P霊ブ㍍ま＞0，                                    盛＝1  

P急プ＞0，  

の下で  

？I  JI  

∑ ∑脇．ブ㍍f循メ  
ブ＝1＝1  

）  

クa  

－・∑   

i＝1  

ケI  

∑P霊プア別名勿ノ  
¢＝1   

＝最小  

と同時に 
4  

鴇・→最大，鴇＝職′  
1  

与・こでP霊ク」一計画期間（ミーチンの例では四半期＝3ケ月）の各製品の産出  

昏，烏一計画四単期，脇一′一第ブ製品の年産出藍，㍍名和タ一冬互∵換設備群（ビン  

シトーク及びスモリャ－ルのいう技術的編制と解される）ごとに．1個の製品が   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



691  最近のソ連邦機械製造：L場の生産予定表作成技術について  －ムだト一   

座出されるに要する総所要時間。   

このミーサンの方法（というより思想と呼ぶのがふさわしい）ほビンレトーー  

ク及びスモリサールの方法（これも思想と呼ぶのがふさわしい。なおシュイン  

マンの方法に．ついて．も同じことがいえ．ると考える）の系譜をふむものである。  
殉 クあ  

なぜならビンシトー・ク及びスモリャー・ルの方法はイ一色∑αぎからの∑αぎ．方′ぉの偏  
プ＝1  ブ＝1  

差の総計が最小になるような．ガタぉの値を見い出す－こと」を目的としているが，  

殉クろ ∑ ∑凡。′㍍五指プ 循 循  

）  ま（  

ノ＝1査こ1  
・－∑∑P霊ブア仇g飽プ  

ブ＝1£＝1   

＝最′J＼と同じ  これはミ」－チッの  

だからである。   

このミL－・チンの方法では，設備の稼働率の等しさに．関するレェインマンの思  

想をとり入れて：いず，またビンシトー・ク及びスモリヤールと同じく価額表現で  

の生産規模の等しさは除かれている。∴それだけにP監7→最大の程度ほ高いであ  

ろう。鷲メ→最大のより高い程度の実現をとるか，価額表現での生産規模の等  

しさをとるか，これをソ連邦の工業企菜の実情に．即して考え．ることほ私の今後  

の課題である。  

（本稿ほ木村等教授の御指導の下に執筆した。しかし本稿に関する一切の茸任は  

勿論筆者砿ある。）   
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